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新型インフルエンザ対策について（要望）
　昨年感染がまん延した新型インフルエンザ（A/H1N1pdm2009）において、全国の地方自治体では、国の行動計画やガイドラインに基づく様々な対策を実施してきました。
　今般、国において、専門家会議等による検証結果を踏まえ、行動計画及びガイドラインの見直しが予定されているところです。
　つきましては、昨年大阪府が経験した課題について、下記のとおり必要な改善が行われますよう要望いたします。
記
１．基本的な考え方

　感染症法などの法規定やナショナルミニマムの確保の観点から、各警戒レベルごとの対策は国における統一的な定めが必要であるが、その対策を全国一律に実施するのではなく、地域の感染状況やウイルスの毒性に応じて、各自治体の判断で柔軟な対応を可能とすること。
　なお、各地域の実情に応じた対応を実施するにあたっては、国と都道府県、都道府県と政令市、市町村の役割分担を明確にすること。

　また、地方で的確な判断が行えるよう、ウイルスの性状などの必要な情報を迅速に提供すること。
２．改善を求める具体的な対策

(1)国からの情報提供に関すること
　①厚生労働省と自治体との間に専用電話を設置し、ホットラインを構築すること

②国から発信される情報は、一元的かつポイントを整理したものを提供すること
　③抗インフルエンザウイルス薬のウイルスに対する感受性に関する情報を早期に医療機関へ提供すること
(2)検疫と健康観察に関すること

　①新型インフルエンザの流行国から日本に入国する航空機搭乗者等に対して、保健所が実施する健康観察の周知、協力要請を行うこと
　②疫学的に感染経路が特定できない事例や、症例定義に当てはまらない事例等が確認された場合は、各自治体の判断で健康観察が中止できること
(3)発熱相談センターに関すること

　①疫学的に感染経路が特定できない事例や、症例定義に当てはまらない事例が確認されるなどトリアージが機能しない場合には、各自治体の判断で発熱相談センターを見直すこと
　②発熱相談センターという名称を改めること
(4)発熱外来に関すること

　①疫学的に感染経路が特定できない事例や、症例定義に当てはまらない事例が確認されるなどトリアージが機能しない場合には、各自治体の判断で医療体制の切替を行うこと
　②今回の新型インフルエンザで確認された不顕性感染等も踏まえ、症例定義を提示すること
　③全ての医療機関において、感染防止対策を徹底して行うために必要な経費について、適切に診療報酬等で評価すること
(5)医療体制の確保に関すること

　①入院患者を受入れるための陰圧病床等を整備する医療機関の設備や体制の充実が図れるよう国庫補助制度を拡充すること

②医療従事者等が安心して患者の診療を行うための被害補償や、協力した医療機関に生じる損害に対する補償など、法的整備も含め、補償制度を構築すること
(6)検査体制に関すること

　　PCR検査の全数検査の中止は、地域の感染状況に応じて、各自治体の判断で柔軟に対応できること

(7)ワクチン接種事業に関すること
　①新型インフルエンザワクチン接種は、病原性にかかわらず、臨時接種として、努力義務を課し、スピードを最優先にした方法を導入すること
　　なお、現行の新型インフルエンザワクチンにおいて、１３歳未満の子ども（２回接種）の経済的負担が大きいため、接種を受けやすいよう負担軽減措置を講じること

　②接種順位について、地域の感染状況に応じて各自治体で判断できること
(8)国と地方自治体の関係に関すること

　①新型インフルエンザ対策は国家の危機管理事象であり、これに要する経費は、国において必要な財源措置を講じること

　②地方自治体に財政負担が伴う対策を決定するにあたっては、事前に十分な協議を行うこと
(9) 抗インフルエンザウイルス薬の備蓄に関すること




　現在の抗インフルエンザウイルス薬の備蓄計画では、以下の問題点が考えられることから、計画及び備蓄方法の見直しを行うこと

　①タミフルに偏った備蓄計画を見直し、新薬の安全性や備蓄性を考慮のうえ、多種の薬剤を備蓄すること

　②現在の抗インフルエンザウイルス薬の備蓄方法では、使用期限が到来すれば大量の廃棄処分が発生するため、全国規模での循環備蓄など適正な備蓄方法を導入すること

　③タミフル・リレンザ＝９:１という国の備蓄計画に対して、厚生労働省からリレンザの目標量を超える備蓄要請があるため、国において必要な地方財政措置を行うこと

　　(問題点)

①タミフル耐性ウイルスの急増

タミフルが効かないウイルスは世界各地で急増しており、タミフルの大量備蓄はリスクが大きい。（耐性ウイルスが大流行した場合に対応不可）

②タミフルは、未成年者に不適合

タミフルは、服用後の異常行動の問題で、厚生労働省の方針により１０歳以上の未成年者に対する使用制限を行っており、未成年者の感染率が高いインフルエンザの備蓄薬として適さない。

③避けられない備蓄薬の廃棄、再購入

　タミフル、リレンザとも有効期限は７年で、期限が過ぎれば廃棄・再購入が必要となり、大きな無駄が生じる。

④新開発薬の活用不可　

国や地方自治体の買い取り方式であるため、備蓄後に有効な新薬が開発販売されてもこれを活用できない。
以上








